
 

総量削減計画の策定等に関する平成 28 年度第 1 回水質部会 

における委員意見及びその対応について 

 
No. 委 員 意 見 対 応 

1 事業場に適用される総量基準と、その

総量規制基準値を決めるために県が業

種毎に定める評価値が同じレベルの名

前に見えてしまうため、わかりにくい。

意味が明確に伝わる表現方法を検討し

ていただきたい。 

ご指摘を踏まえ、事業場に適用される

総量規制基準を算出するための業種区

分毎、時期区分毎の係数に相当する値と

して知事が定める濃度値については、

「Ｃ値」として表現を統一しました。 
また、以上の「Ｃ値」に係る説明を、

前回部会でお示しした「愛知県の『第８

次総量規制基準』の基本的な考え方」に

追記しました（別添１参照）。 
2 事業場に複数の業種が存在する場合

の総量規制基準は、業種毎に算出される

汚濁負荷量の合計であることを、Σを用

いるなどしてわかりやすく表現してい

ただきたい。 

水質汚濁防止法施行規則では、「一の

指定地域内事業場が二以上の業種等に

属する場合における総量規制基準は、業

種等ごとに算式により算定した値を合

計した汚濁負荷量として定めるものと

する。」旨が定められています。ご指摘

を踏まえ、表現方法をわかりやすくする

ため、以上の内容を、総量規制基準の算

式の説明に追記しました（別添１参照）。

また、あわせて、総量規制基準の算出

方法を具体例で示した参考資料を作成

しました（別添２参照）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料４－１ 



 

愛知県の「第８次総量規制基準」の基本的な考え方 

 
１ 総量規制基準による規制について 

（１）適用対象 

指定地域内の特定事業場（注）のうち、日平均排出量が 50ｍ3以上のもの（以下「指定

地域内事業場」という。）。 
（注）特定事業場：水質汚濁防止法に定める特定施設を有する事業場 

（２）国が示した第８次総量規制基準の設定方法 

総量規制基準は、個々の指定地域内事業場ごとに排出水の汚濁負荷量の許容限度とし

て知事が定めるものであり、ＣＯＤ、窒素含有量（以下「窒素」という。）、りん含有量

（以下「りん」という。）について、以下の算式により定められる。 
指定地域内事業場に複数の業種等が存在する場合の総量規制基準は、業種等ごとに算

式により算定した値を合計した汚濁負荷量として定めるものとする。 
ＣＯＤ    Lc=(Cco×Qco+Cci×Qci+Ccj×Qcj)×10－３ (kg/日) 
窒 素    Ln=(Cno×Qno+Cni×Qni)×10－３ (kg/日) 
り ん    Lp=(Cpo×Qpo+Cpi×Qpi)×10－３ (kg/日) 
 
Ｑ：下表の時期区分別の特定排出水(注)の水量（単位：ｍ３/日） 
Ｃ：知事が下表の時期区分別水量ごと、環境大臣が定める総量規制基準に係る業種

その他の区分（以下「業種等区分」という。）ごとに定める係数（濃度値、単

位：mg/L）であり「Ｃ値」という。Ｃ値は、環境大臣が定める範囲（以下「Ｃ

値範囲」という。）で定めることとされている。 
(注) 特定排出水：排出水のうち、専ら冷却用、減圧用等、汚濁負荷量が増加しないものに供さ

れた水以外のもの。 
 

時期区分別水量 ＣＯＤ 窒素 りん 
S55.6.30 以前の水量 Ｑco（Cco）

Ｑno（Cno） Ｑpo（Cpo）S55.7.1～H3.6.30 に増加した水量 Ｑci（Cci）

H3.7.1～H14.9.30 に増加した水量
Ｑcj（Ccj）

H14.10.1 以降に増加した水量 Ｑni（Cni） Ｑpi（Cpi）

     （注）（ ）は、時期区分別水量ごとに定める C値を示す。 

 

      第７次Ｃ値の一例 （窒素）             （単位：mg/L） 

業種等の区分 排水の発生時期
国の定めるＣ値範囲 県の定める 

Ｃ値 下限 上限 

し尿処理業 
H14.9.30 以前 ２０ ６０ ６０（Cno） 

H14.10.1 以後 １０ ４０ ３０（Cni） 

 

別添１ 
※ 前回部会からの変更箇所を下線で示す。 



 

総量規制基準の計算例 

 設置時期が異なる複数の業種に係る工程を有する指定地域内事業場を例に、ＣＯＤに係る

総量規制基準の計算例を示す。 
 
   ※破線は事業場の境界を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ＣＯＤに係る愛知県の７次Ｃ値                   （単位：mg/L） 

整理番号 業種その他の区分 
Cco Cci Ccj 

S55.6.30
以前の水
量に適用 

S55.7.1～
H3.6.30 の
水量に適用

H3.7.1 
 以降の水  
 量に適用 

5 部分肉・冷凍肉製造業又は肉加工品製造業 ● ４０    ４０ ○  ３０

212 弁当仕出屋又は弁当製造業    ５０    ４０ △  ３０

232 ア し尿浄化槽（処理対象人員が 200 人以下のも

の）、社員食堂のちゅう房施設等生活に伴う施

設に係るもの 
■ ６０    ４０     ４０

 
当該指定地域内事業場に係るＣＯＤ総量規制基準は次の計算式で算出された値である。 
Lc＝ （Cco×Qco＋Cci×Qci＋Ccj×Qcj）×10－３ 

   ＝  ( 40×30 ＋ 40×0 ＋ 30×20) ×10－３    ← 肉加工品製造業分 

   ＋ ( 50× 0 ＋ 40×0 ＋ 30×40) ×10－３   ← 弁当製造業分 

    ＋ ( 60×10 ＋ 40×0 ＋ 40× 0) ×10－３   ← 生活排水分 

  ＝ 1.8＋1.2＋0.6 

  ＝ 3.6（kg/日） 

この事業者は、ＣＯＤの汚濁負荷量が 3.6 kg/日を超過しないよう、公共用水域に排出する

特定排出水の濃度及び水量を管理しなければならない。 

別添２ 
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事業者が水質、

水量を測定する

ことで、総量規

制基準の適合状

況を確認 

浄化槽（50 人槽）

汚水処理施設 特定排出水 

肉加工品製造業 

S54.4.1～ 30m3/日  ● 

H16.4.1～ 20m3/日 ○ 

弁当製造業 

H16.4.1～ 40m3/日 △ 

生活排水 

S54.4.1～ 10m3/日 ■ 

間接冷却水 10m3/日 


